裁判員制度を通して考える“公平な裁判” 
2006/11/16　谷川　伊藤　小坂　山本
（０）導入
	　被告人ＡはＢに対する殺人の罪で起訴をされ、裁判員制度化における第一審の公判（裁判官３人と裁判員６人による）を受けている。Ａには前科が無く、また本件の殺人の動機は保険金や身代金的ではない。しかし、Ａは中学・高校時代と地元の不良グループに属していたことや、Ｂには幼い子供がいたこと等を、マスコミが非常にセンセーショナルに報道した結果、メディアに表れる世論の多くはＡに対して死刑判決が下るよう求めるようになった。このような状況下でＡに下った第一審判決は、世論の期待に応え死刑であった。
しかし、Ａに対する死刑判決は、裁判官１人と裁判員４人の賛成という歪な人数比率によるものだった。一般市民に過ぎない裁判員達が、程度の差こそあれ、何らかのメディアから影響を受けることが不可避であることを考えると、Ａは死刑にすべきであるというバイアスのかかった裁判員による裁判は、憲法３７条に規定された「公平な裁判所」による裁判には該当しないのではないだろうか？

さらに、Ａに対する死刑判決には２人の裁判官が反対しており、裁判員制度下でなければＡに対して死刑判決は下らなかった。だが、裁判員という「民意」が裁判過程に参入した結果、裁判官内で多数派であった意見が敗れ去るという事態が生じることとなった。このことは、憲法７６条が規定する「裁判官の独立」と緊張関係に立つものではないのだろうか？


　今回は裁判員の加わった裁判に関して、問題があると考えられる事例に基づいて、「裁判官の独立」、「裁判員の評決の正当性」の検討を経て、「公平な裁判」について考えてみたい。
０－１）「公平な裁判」の要求
　憲法37条1項は、被告人の権利として「公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利」を保障している。刑事裁判が人の自由に重大な制裁を加えるものであることを考えると、より公平な裁判の実施が要請されていると考えられる。
０－２）「公平な裁判」とは？

　では、“公平な裁判”とは、どのようなものか？

　

　判例
では、「構成其他において偏頗の惧れなき裁判所」を意味するとされる。

また、これを保障するものとして、憲法は76条以下で裁判所について規定をおいている。
特に、76条3項において、判決を下す主体である裁判官に対して、「すべて裁判官は、その良心に従ひ独立してその職権を行ひ、この憲法及び法律にのみ拘束される」と規定している。だが、“良心”や“独立”とは具体的になにを要求しているのか。

また、裁判の判決にも関与する裁判員には、どのようなものが要求されるのだろうか。
（１）裁判員に客観的良心があるか
１－１）裁判官の“良心”

　裁判官の良心とは、どのようなものか？？？

　→・主観的良心：裁判官の個人の価値観・世界観・宗教上の信念等に従って裁判官は判決を下すべきである。
　　・客観的良心：裁判官としての良心であり、裁判官の職業倫理を意味する。自己の主観的良心が憲法や法律と矛盾する場合には自己の主観的良心に従って裁判することはできず、自己の主観的良心を抑制して、憲法・法律に従って裁判しなければならない。
　どちらの“良心”を採るにせよ、裁判官が良心に従って裁判したかどうかは裁判官の内心の問題であって訴訟当事者が裁判官の内心に立ち入って“良心”違反を主張することはできないとされる。

　通説によれば、客観的良心が要求されるとされる。そのため、裁判官としての“良心”は個人の“良心”とは別に存在するとされるため、裁判官が特定の信条の持ち主であるからといって裁判官として不適格として排除されることは封じられる。
　
・本当に、客観的良心とは存在するのか？？？

１－２）裁判官の“独立”

・裁判官の独立とは、どのようなものか？

　→これは、司法権の独立をあらわしたものとされ、２つの意味がある。

1 司法権が立法権・行政権から独立していること。（広義）

2 裁判官が裁判をするにあたって独立して職権を行使することができること。（狭義）

　　裁判官の自由な判断形式に対して事実上重大な影響を及ぼす行為は、司法権の独立を侵すとされる。その侵害は、外部勢力によるものも、私法内部におけるものも含まれる。
　以上の２点から、「公平な裁判」としてはなにが要求されるのか？

１－３）裁判員に要求されるもの

　裁判員は裁判員法８条において、「裁判員は独立してその職権を行う」と規定されている。
しかし、憲法76条3項が裁判官の判断基準として要求する「良心」にあたる規定が存在しない。では、裁判員はどのような判断基準を持つことを要求されるのだろうか？

Cf.　裁判員は、裁判員法18条や43条2号において、「不公平な裁判をするおそれがあるとき」裁判官は不適格事由・解任事由に該当することができると規定する。これは、刑訴法20条・21条においては裁判官の忌避が検察官・被告人にのみ与えられているのに対し、裁判員法においては裁判官にも与えられている点に差がある。

（２）裁判員の判断の正当化事由
２－１）裁判員の判断の正当性

　裁判員法においては、裁判員と裁判官は事実認定・量刑において裁判官と同等の権限を持つ。

　裁判官の “良心”が公平な裁判のための基礎としてされるが、裁判員の評決が裁判官の評決と同等の正当性を持つのは、何故だろうか？裁判員が裁判官と同じ“良心”を持っているからであろうか？それとも、裁判員には裁判官の評決とは異なる“正当化事由”が存在するのだろうか？

２－２）裁判官の“正当化事由＝良心”と裁判員の“正当化事由”

　両者の正当化事由は異なるのか？それとも同じか？

　もしも、両者が同じだとしたら、裁判員制度を新たに導入する必要はあるのか？

　もしも、両者が異なるとしたら、異なった正当化事由とはなんなのか？なぜ、異なった論拠によっても、正当化されるのだろうか？

（３）裁判員導入の目的・メリットについて

３－１）裁判員制度の根拠

裁判員制度の設置目的を、司法制度審議会は「国民が、裁判の過程に参加（関与）し、裁判内容に国民の健全な社会常識がより反映されるようになることによって、国民の司法に対する理解・支持が深まり、司法はより強固な国民的基盤（民主的正当性）を得ることが出来るようになる。このような意味において、訴訟手続きへの国民参加は国民主権の原理と関係する」
と説明している。このことから司法制度審議会は、裁判員制度の理念的基礎を国民主権に求めているということが考えられるが、国民主権の原理を裁判に持ち込むことは妥当といえるか？
３－２）公平な裁判と裁判員制度
公平な裁判という観点から、裁判員制度を導入することにメリットはあるのだろうか？

参考資料

①「公平な裁判所」について

「公平な裁判所」の理念は、権力分立が成し遂げられる過程に置いて意識されたものであり、司法権の独立をその基礎に置く。また、「公平な裁判所」を保障するためには、司法権の独立だけでなく、裁判官の身分保障、刑訴法上の当事者主義、裁判官の除斥・忌避・回避などが定められている。

②「公平な裁判」について

　「…人間の本質に関する１１条、個人の尊厳に関する１３条、法の下の平等の保障に関する１４条、法による適正手続きの保障についての３１条、裁判を受ける権利の保障に関する３２条などの規定が、「公平な裁判」理念を生み出す法源となる法条項である」

③客観的良心説
「なお、憲法には、「良心に従ひ」とあるが、この場合の「良心」を裁判官個人の良心、すなわち、主観的な政治的・宗教的・道徳的・思想的信念や人生観・世界観などと解すると、裁判がまちまちになり、しかも法を離れて行われるおそれがあるので妥当でない。右のような主観的良心は、裁判にあたっては、かえって抑制されなければならないのである。憲法で「良心」といわれるのは、裁判官が適用する法のうちに客観的に存在する心意・精神、いわゆる「裁判官としての良心」を意味する。したがって、裁判官個人としては、例えば、死刑廃止論者であっても、それを理由にして、刑法を無視した判決を下すことは許されない。このように解すると、裁判官は、「憲法及び法律のみに拘束され」、それらを忠実に守るにすぎなくなり、「良心に従ひ」という文言に特別の意味はなくなる。」

④主観的良心説

「裁判官は、その良心に従って、すなわち自ら道徳的に正しいと信ずるところに従って、職権を行う。しかし、このことは、裁判官自身の価値判断をもって、法に置き換えることを許すものではない。裁判官は、憲法及び法律に拘束され、これに従わなければならない。場合によっては、良心と法とが衝突することもありうる。この場合には、法に従うか、裁判官を辞めるか、のどちらかを選ぶ以外にはない。…この良心という概念が、主観的なものであるため、裁判が裁判官の主観によって左右されるのをおそれ、その削除を主張する説もあり、またこの良心とは、個人の良心ではなく、「裁判官としての良心」だとする見解もある。しかし、良心に二つはないし、裁判官は、憲法・法には拘束されるのであるから、必ずしも、裁判が主観化するおそれはない。何が法であるか不明であるとき、裁判官は、良心に従って、「存在する法規範」、客観的な法を発見しなければならない。その結果、条文に示された規定を悪法として無視し、「正しい法」を適用することももちろんあろう。しかしこのことと、自己の価値判断を法に置き換えることとは別個の問題であって、両者を混同してはならない。」

（参照条文）
憲法37条１項

　すべて刑事事件においては、被告人は公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を有する。

憲法76条３項

　すべて裁判官は、その良心に従ひ独立してその職権を行ひ、この憲法及び法律にのみ拘束される。
裁判員法8条

裁判員は、独立してその職権を行う。

裁判員法9条1項

　裁判員は、法令に従い公平誠実にその職務を行わなければならない。

裁判員法9条3項

　裁判員は裁判の公正さに対する信頼を損なうおそれのある行為をしてはならない。

裁判員法18条

　前条のほか、裁判所がこの法律の定めるところにより不公平な裁判をするおそれがあると認めた者は、当該事件について裁判員になることはできない。
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